
労働市場の構造変化に伴う
人材育成の現状と経済産業省の取り組み

令和２年１１月
経済産業省 産業人材政策室

室長補佐 橋本 勝



1

本日のアジェンダ
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3. 個人のキャリア自立の必要性

4. 経済産業省の取り組み
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１. 教育・雇用市場をとりまく環境の変化

人生100年
時代の到来

 グローバル化、デジタル化、高齢化により、仕事の質、働き方が変化

デジタル化

高齢化 日本が先行→諸外国にも

デジタルトランスフォーメーション

100歳以上の高齢者が50万人超

 デジタル化、高齢化、人生100年時代による社会・雇用市場が変化
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デジタル化：人間がAIに学ぶ時代へ

 「アルファゼロ」は、グーグル傘下のAI開発会社、英ディープマインド社が開発した対戦プロ
グラム。対戦内容についての事前知識なしで、ディープラーニングを用いたわずかな学習
で世界最強に。

 「ビッグデータを持つ者が勝つ」競争の時代から、AIが自らデータを作り出す時代に。

• チェス、将棋、囲碁で、それぞれ「世界最強プログラム」にわずか24時間の学習で勝利。
• 事前にゲーム固有の情報や評価関数を人間から与えられることなく、AI同士を自己対
戦させることで学習。

• 人の知恵に頼らず、「独学」してわずか数日で人の到達点を超えた。アルファゼロが生み
出した打ち手は、棋士の新たな定石（想像・創造）となっている。

AIが人間を超え、人間がAIに学ぶ時代へ
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デジタル化：データを活用したまちづくり

 世界ではAI及びビッグデータを活用した都市設計の動きが急速に進展。

全ての医療・介護を
かかりつけから在宅で。

全てキャッシュレス。
エリア内は現金不要。

いつでもどこでも必要な
移動・配送サービスを提供。

エネルギー、上下水、リサイクル
などをコミュニティ内で最適管理。

全ての住民・子どもに
世界最先端の教育環境を。

エネルギー
水、廃棄物

遠隔教育

遠隔医療
・介護

ｷｬｯｼｭﾚｽ

自動走行
・自動配送

（出典）「スーパーシティ」構想について（内閣府）（平成31年2月14日 諮問会議資料）

全ての行政手続を、
個人端末で効率的に処理。

行政手続
ﾜﾝｽｵﾝﾘｰ

分野間データ連携



老後期間
24年

老後期間
16年

老後期間
5年

高齢化：伸びる「老後期間」
 平均寿命が延びたことで、「老後の期間」が長期化。

1920年

2017年

夫

妻

夫

妻

25.0歳

21.2歳

31.1歳
結婚

29.4歳

65.0歳

63.3歳 87.3歳

81.1歳
夫引退

60.0歳

56.2歳

夫死亡

（注）現役期間は、いずれも20歳を就労開始期間として算出。
（出所）厚生省「昭和59年厚生白書」、香取照幸「教養としての社会保障」等をもとに作成。2017年の結婚年齢は「人口動態統計」の初婚年齢、死亡年齢は「簡易生命表」を使用。

結婚 夫引退 夫死亡

現役期間
40年

現役期間
45年

妻死
亡

61.1歳

61.5歳

1961年
夫

妻

27.3歳

24.5歳

60.0歳

57.2歳

結婚 夫引退 夫死亡

現役期間
40年

72.4歳

73.5歳
（国民皆年金
国民皆保険
が実現した年）

妻死
亡

妻死
亡

5

老後期間
1年

老後期間
12年

老後期間
16年
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人生100年時代：人口動態の変化

 2050年頃には、１００歳以上の高齢者が５０万人を超える見通し。

（出所）厚生労働省「百歳以上高齢者等について」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」
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雇用の二極化はすでに始まっている

 デジタル化に伴い、「中スキル」の仕事が大幅に減少。
 世界では高スキルの仕事が増加。一方、日本では、伸びが緩やか。

※ISCO-88 分類に従い、「高スキル」職業は「管理職」「専門職」「技師、准専門職」、「中スキル」職業は「事務補助員」「技能工及び関連職業の従事者」「設
備・機械の運転・組立工」、「低スキル」職業は「サービス・販売従事者」「単純作業の従事者」とした。日本は1995 年から2010 年の値。

（出典）OECD（2017）“Employment Outlook 2017”、OECD.Stat により作成。

スキル別就業者割合の変化
（1995年→2015年）
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これからAIで代替される職業

 定型・反復的な業務は、代替される可能性が高い。

（備考）１．JCER（2017）、内閣府（2018）「働き方・教育訓練等に関する企業の意識調査」により作成。
２．事務系専門職は調査分析・法務など、技術系専門職は研究開発・システム設計などを指す。

減る見込みの仕事 AIに代替を考えている業務

（出典）平成30年度 年次経済財政報告（内閣府）
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働き方の多様化

 テレワークなどにより、育児・介護と仕事の両立を可能とする、柔軟な働き方が拡大。
 コワーキングスペースなどを含め、職「場」の概念も多様化・柔軟化。

（クラウドソーシング×テレワーク）
宮崎県日南市

（コワーキングスペース）
WeWork

 六本木、銀座などにあるコワーキングスペース。
 スタートアップベンチャーやフリーランサーに加え、大企

業の社員も「出島」として利用。

 市内に雇用の場所が少ないことから、インターネットを
通じ、都会の仕事を受注できるクラウドソーシングに
注目。

 テレワーカーからの各種相談に応じる支援体制構
築。
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雇用形態の多様化：フリーランス、兼業・副業

 フリーランス形態で業務を行う人も増加。兼業・副業を希望する者も増加。

（出所）株式会社ランサーズ 「フリーランス実態調査 2020」

フリーランス人口の増加

※副業・兼業を含む業務委託で仕事をする広義のフリーランス

（注）
１）過去12か月に仕事の対価として報酬を得た全国の20-69歳男女に対する、

オンライン調査（有効回答数3,094人）をもとにフリーランス規模を想定。
２）%表示は、労働力人口に対する比率。
３）アメリカの調査は「Freelancing in America」に基づく。

副業を希望する者の推移

（出所）総務省「平成29年度就業構造基本調査」より作成。
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雇用形態の多様化：勤務条件の限定による選択肢の拡大
 短時間勤務制度等の、家庭環境に応じた柔軟な働き方が増加。
 就職段階においても、「限定」正社員の選択が増加傾向。

15.5
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24.5

36.3

41.1

48.1
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勤務時間限定

職務限定

地域限定

是非応募したい 処遇に大きな差がなければ応募したい

就職活動開始時の限定正社員に対する
応募意向（単位：％）

（注）
常用労働者５人以上を雇用している民営事業所のうちから産業・規模別に
層化して抽出した事業所を対象とする事業所調査（令和元年度分 調査対象
数6,209事業所 有効回答数3,460事業所）」

（出典）厚生労働省「雇用均等基本調査」より作成

（出典）独立行政法人労働政策研究・研修機構
「大学生・大学院生の多様な採用に対するニーズ調査」

短時間勤務制度（育児）の導入状況

47.6

65.1
67.4
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今後求められる雇用コミュニティの在り方（イメージ）

メンバーが変わらないクローズドなコミュニティ
➡ 内部公平性

（事業環境の予見可能性が高い）
［ 新卒一括採用を基軸：同質性 ］

従来の日本型雇用コミュニティ

メンバーの出入りがあるコミュニティ
➡ 外部競争力

（VUCA時代へ）
［ 新卒、中途、再入社、リスキル・再配置：多様性］

これから求められる雇用コミュニティ
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 正規雇用で「終身雇用」パス（退職回数0回）を歩んでいる男性は、30代後半で
42％、40代で38％、50代前半で36％。もはや終身雇用は、当たり前でない。
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年齢階級別の転職割合（2017年）

（％） （％）

（出所）人生100年時代構想会議「人づくり革命基本構想 参考資料」。
元データは、リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査2017」個票データ。

キャリアパスは複線化
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副業・兼業など多様な働き方を望む人が増えている

 副業・兼業を望む個人は増加。一方、副業の解禁に積極的な企業は２割程度。

許可
11.2%
許可を検討

8.4%

許可する予定なし
75.8%

無回答
4.6%

（出所）厚生労働省「就業構造基本調査2007年・2012年・2017年」より作成。

（出所）独立行政法人労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネ
ジメントの在り方に関する調査（企業調査・労働者調査）」（2018年）
より作成。

19.6％

年代別の副業希望者割合
（追加就業希望者数／有業者）

従業員の副業・兼業に関する意向
（企業調査、2018年2月～3月）
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今後求められる個人と企業の関係の再構築（人材戦略＝経営戦略）

従来の関係性 これから求められる関係性

会社の成長

就「社」

長期の依存関係

会社＝「枠」

入社年次・バンド管理

人事・組織主導

会社と個人の双方の成長

就「職」

自律した個人・キャリア

会社・仕事＝「軸」

「個」別最適化
（個の力を引き出す）

ミドルマネージャーの役割重視
データの利活用（HR-Techの活用）
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“ LIFE SHIFT “ （ 2016年 リンダ・グラットン、アンドリュー・スコット著）

 マルチステージの100年ライフでは、「仕事」と「学び」が、まだら模様に。

Explorer

＜100年ライフにおいて必要性が増すもの＞
・教育（専門技能を高め、世界中の競合との差別化が必要）
・多様な働き方（７０才超まで働くことを想定し、独立した立場での職業を考える）
・無形資産（お金だけでなく、経験や人的ネットワークなど）

教育 仕事 引退

Independent producer Portfolio stage

自分の生き方に関して考える時期、
知識やスキルの再取得
（職業訓練・学び直しなど）

組織に雇われず、独立した立場
で生産的な活動に携わる人
（フリーランスなど）

異なる活動を同時並行で行う
（例）週３仕事、週１ボランティ
ア、週１NPO活動など

～２５ ２５～６０ ６０～

個人の状況に応じて、それぞれのタイミングで３つのステージを行ったり来たりするように

人生100年時代では、生涯にわたる学びが重要に
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「人生100年時代の社会人基礎力」（経産省より2017年度に提唱）

 ３つの能力／12の能力を内容としつつ、能力を発揮するにあたって、自己を認識してリフレクショ
ン（振り返り）しながら、目的、学び、統合のバランスを図ることが、自らキャリアを切りひらいて
いく上で必要なもの。

どう活躍するか
【目的】

自己実現や社会貢献
に向けて行動する

３つの視点

リフレクション （振り返り）

３つの能力
12の能力要素

考え抜く力
課題発見力、

計画力、
想像力

チームで働く力
発信力、傾聴力、

柔軟性、情況把握力、
規律性、ｽﾄﾚｽｺﾝﾄﾛｰﾙ力

どのように学ぶか
【統合】

多様な体験・経験、能力、キャリアを組み
合わせ、統合する

何を学ぶか
【学び】

学び続けることを学ぶ

前に踏み出す力
主体性、働きかけ力、

実行力



社会人基礎力・産学協働キャリア教育の推進事業

「人生100年時代の社会人基礎力育成グランプリ」
全国の大学が参加する「社会人基礎力育成グランプリ」を

開催（主催：社会人基礎力協議会）し、課題解決型授
業やPBL等を含めた「社会人基礎力」育成のための授業の
普及を図ってきている。

令和元年度の社会人基礎力グランプリ（令和２年2月）
には、25大学35チームがエントリー

（大賞は創価大学経済学部経済学科）
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キャリア教育推進のための表彰・シンポジウム（※令和２年度はコロナの影響により中止）
地域一体となったキャリア教育の取組、企業・経済団体による教育支援を奨励するため、

以下の表彰制度を実施。
『キャリア教育推進連携表彰（文科省・経産省連名表彰）』
（令和元年度の最優秀賞は幼小中一貫ふるさとキャリア教育「野付学」）
『キャリア教育アワード（経産大臣表彰）』
（令和元年度の大臣賞は該当無し。優秀賞＜大企業の部＞はパナソニック株式会社、＜中小企業の部＞は

一般社団法人 未来教育推進機構／株式会社ワークアカデミー）
 「キャリア教育推進連携シンポジウム」の開催（文科省・厚労省・経産省合同開催）
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大学等の卒業・修了予定者等の就職・採用活動に関する政府要請
 内閣官房を筆頭に経産省含め関係省庁による「就職・採用活動日程に関する関係省

庁連絡会議」を開催

（出所）内閣官房HP 「就職・採用活動日程に関する関係省庁連絡会議」 とりまとめのポイント



ＩＴ人材育成の全体像

トップ人材の育成
未踏事業・セキュリティキャンプの実施
理数系の研究者育成
産業系サイバーセキュリティ推進センターの創設

ハイエンド

ミドルスキル

リテラシー

ミドル人材のスキル転換
 ITスキル標準が対象としない新たな領域の学び直しの指針について、継続的な見直し
第四次産業革命スキル習得講座認定制度の運用・拡充＜厚労省と連携＞
情報処理技術者試験・情報処理安全確保支援士

ITリテラシーの向上
 ITパスポート試験の拡充
数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度＜内閣府・文科省と連携＞

 第４次産業革命によって、付加価値を生み出す「仕事」が大きく変化。
IoTやAIを使いこなし、新ビジネスを創造する新たな人材像を再定義するとともに、経済を引っ張って
いくトップ人材等の育成の拡充と、ミドル人材のスキル転換、ITリテラシーの向上、海外人材の確保
等を進めていくことが必要。

 特に、教育訓練給付によるミドル人材のスキル転換、プログラミング教育への産業界の参画では、そ
れぞれ厚労省、文科省との連携を強化する。
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海外人材の確保
情報処理技術者試験との相互認証・

「アジア共通統一試験」の実施
 ジョブフェアの実施



若手IT人材の育成（未踏IT人材発掘・育成事業）
 いままで見たこともない「未踏的な」アイディア・技術をもつ「突出した人材」を発掘・育成する事業。

IPAにおいて、2000年に事業を開始しその後も継続実施
 25歳未満の天才的な個人が対象
 産学界のトップで活躍する方を、プロジェクトマネージャー（PM）として登用し、

PM独自の観点で天才を発掘・育成
 PMの指導の下、約９か月間の独創的なソフトウェア開発に挑戦（開発費上限273.6万円/件）
 これまでに、延べ1,700人超の未踏IT人材を発掘・育成。
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2020年度未踏 統括PM

竹内 郁雄 氏
東京大学
名誉教授

夏野 剛 氏
慶應義塾大学
大学院
政策・メディ
ア研究科
特別招聘教授

首藤 一幸 氏
東京工業大学
情報理工学院
准教授

五十嵐 悠紀 氏
明治大学
総合数理学部
先端メディアサ
イエンス学科
専任准教授

2020年度未踏事業 PM

田中 邦裕 氏
さくらインター
ネット株式会社
代表取締役社長

稲見 昌彦 氏
東京大学 先端科学
技術研究センター
教授

藤井 彰人 氏
KDDI株式会社 理事
ソリューション事業
本部
ソリューション事業
企画本部長

竹迫 良範 氏
株式会社
リクルートテ
クノロジーズ
執行役員

http://www.ipa.go.jp/


＜講座の特徴＞
民間事業者による講座、資格とヒモ付かない講座、120時間以下の授業時間の講座も対象
実習、実技、演習又は発表などが含まれる実践的な講座がカリキュラムの半分以上
審査、試験等により訓練の成果を評価
社会人が受けやすい工夫（e-ラーニング等）

「第四次産業革命スキル習得講座認定制度」

＜認定対象分野＞
①ＩＴ分野
⇒ ＡＩ、ＩｏＴ、クラウド、データサイエンス 等 【将来成長が見込める新技術・システムの習得】

（デザイン思考、アジャイル開発等の新たな開発手法との組み合わせを含む）
⇒ 高度なセキュリティ 等 【必須スキルの習得】
② IT利活用分野（今後、拡大の予定）
⇒ 自動車分野のモデルベース開発 等 【(製造業向け等の)ITによる高度化対応】

 社会人向けのＩＴ・データ分野の専門性・実践性の高い教育訓練講座を経済産業
大臣が認定する「第四次産業革命スキル習得講座認定制度」を2017年度に創設。

 今秋までに計７回の認定を行った。2020年10月現在の認定講座数はAI・データサイ
エンス分野を含む１０７講座。

※ 経済産業大臣が認定した教育訓練講座のうち、厚生労働省が定める一定の要件を満たし、厚
生労働大臣の指定を受けたものは、「専門実践教育訓練給付」の対象となる。
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これからの企業の人材マネジメントに関する検討
 2019年年明けより、経済産業省では、我が国企業が激変する経営環境に対応しつ

つ、企業競争力を高めていくために求められる人材マネジメントの在り方について、大学
教授や企業人事等の有識者と検討を行うため「経営競争力強化に向けた人材マネジメ
ント研究会」を開催

＜変革の時代における人材競争力強化のための９つの提言（2019年３月）＞
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フォロワー数：3,781人
(10/21現在※平成29年11月１日開設）

Facebookページ

Facebook
で、

「人材政策」
と検索

投稿

「人生100年時代
の社会人基礎力」
の投稿には、２万
人超が閲覧。
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